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6.1. 開 発 主 義 と国 土 政 策

本論文 は、国土政策の主要な 目的であった地域格 差是 正政策 につい て、分析 ・調査を元に考察 し、最終

的に今後 の グローバル 化の下での国土政策 への提言 を行お うとす るものであ る。本 章は、第五章 までに示

した具体 的な調査 ・分析 をま とめ、論文の 目的に関 して新たな知見を引き出す ことをね らい としてい るが、

まず本節 (6.1.) では、主に政策 面を中心に、地域格差の概念 を明確 に しなが ら、開発主義の下での

国土政策 ・地域 格差是正政策 を特徴 づ けた重要な背景 を示 し、次節 (6.2.) では、主 に実態である産

業 立地 の動向の分析 を中心にま とめ、国土政策が誘導 しよ うと した基幹産 業の地方圏へ の立地が、産業構

造 の転換や グローバル化 に よって どのよ うに変化 してい くのかについて示 し、最後 (6.3.) に、グ ロ

ーバル化本 来の性 質に鑑 みて、 今後の国土政策 のあ り方について提言す るとい う構成 となっている。

本節 (6.1.) では、高度経済成長下での国土政策 とその実現手段である基幹産業の立地政策、また

それらの関係 を、開発主義に基づ く背景やグローバル化による変化といった視点から、第五章までの調

査 ・分析から得 られた事実をまとめる形で、新たな知見を示す。

本論文の調査 ・分析か ら得 られた主要な知見の一つとして、アジア諸国の国土政策が地域格差是正政策、

とりわけ地方圏の振興を重視 してきた原因、またそれにも関わ らず振興策が失敗 し経済活動が大都市圏へ

集 中した原因について、政治経済学的な分析を行った上で仮説を立て、それを、アジア諸国の中で最も早

く経済成長を達成 した 日本 と、比較的遅くグローバル化のただ中で経済成長を達成 したタイ、マレーシア

における国土政策 と産業立地政策の具体例を示すことによって検証 した。

第一章において、国土計画 (政策) に関する文献を整理 した上で地域格差是正についての見解をまとめ、

そののちに、地域格差についてこれまでの既存文献に基づきながらより簡潔な定義をたてて、以降の分析

のための基本的概念を構築 した。具体的には、地域格差をまず、地理的配置のアンバランスによって具体

的な弊害が生 じる場合を過密過疎問題 (絶対的地域格差)、 格差自体が問題視 される場合を相対的地域格

差として分類 し、さらに相対的格差を、便宜的に区分された地域ブロック問における総生産や地域所得な

どの総量の地理的分布の差異を問題視する地域的配分の不平等 (地域間不平等) と、一人あたり指標を問

題視する一人当た り配分の不平等 (地域間不公平) に分類 した。このような分類によって、地域格差是正

とい うやや曖昧な概念を政策方針として持つ、各々の国土政策やそれに付随する各種の産業立地政策等の

手段が、実際にどのような指向を持っているのかが明確に表されるようになった。

6.1.1.3 国 の 国 土 政 策 の 特 徴

こ うした分類 を用 いて、工業による高度成長 を達成 した国の うち、第 二次世界大戦後の比較的早い時期

の1960年 代に成長 を達成 した 日本 と、グローバル化が進行 した後の1980年 代後 半か ら90年 代 に成長を達成

した タイ、マ レー シアの国土 (国家) 計画お よび産業立地政策 を、格差是正 とい う観点 か ら性質付けす る

と次の ようにな る。

日本の国土政策 は、五次にわたる全国総合開発計画 にお いて 、過密問題 (絶対 的地域格 差) の是正 と、

地域 的配 分の不平 等 (地域間不平等) の是正 (地域 の均衡 ある発展) の両方 を担 うよ うな形であった とこ

ろか ら、新全 総～四 全総 に進 むにつれ、地域 の同質化 を押 し進 めよ うとす る地域的配分の不平等 (地域間

不平等) の是正が 、全面に押 し出 され る形に進 んできた。実際の産業立地政策 は、高度成長期 にあた る1960

年 代まで は、全総や新 全総 にほぼ対応す る ような形で、過密 問題 (絶対的地域格 差) の是正 (規制的手法
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として強 力な工業 (場) 等制限法) と、地域的配分の不平等 (地域間不平等) の是正 (新産 ・工特、低 開

発地域) が織 り交ぜ られ る ような形 で進 め られ ている。 しか し安定成長期 に入 ると、国土政策が引き続 き

三全総 ・四全総が地域的配分 の不平等 (地域 間不平等) の是 正を追 い求 めるのに対 し、実際の産業立地政

策の 中には、テク ノポ リス法の よ うに 当初 は産 業集積 をつ くろ うと考 えていた もの、拠 点都 市法のよ うに

結果的に大都 市圏への集 中とその拡大 を促 した ものな どが表れ る。工業再配置促 進法の よ うに、引き続 き

地域的配分 の不 平等 (地域間不平等) の是正 を担 う政策 もあったが、東京一極集 中が顕著であったにも関

わ らず、当時 の基幹 産業であったハイテク産業や グ ローバル化 の進展 の中で よ り重要性 を増 していたオ フ

ィス機 能 の立地 につい ては、よ り強力 な手段 と しての規制的手法 は用 い られ なかった。この結果、高度成

長期 には それ ほ ど乖離の大 きくなかった国土政策 と実際 の産業立地政策が、安定成 長期 となる1980年 代に

入 ると大 き く乖 離す る方向 とな り、その傾 向は、国土政策の見直 しが叫ばれ る1990年 代 後半か ら2000年 に

かけて もまだ生 じている状態 となってい る。

表6-1 日本の国土 政策 の変遷
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タイの国土政策は、 日本 と違 い国 土計 画 として分離 した ものを持 たず 、国家計画の 中に織 り込まれてい

るものの、経済成 長 と都 市化 の過程の 中で首都バ ンコクへの一極集 中が顕著 な ことか ら、国家政策である

国家経 済社会開発 計画の中で、長 らくその是正が求 められ て きた。 それ が指摘 され始めたのは第三次

(1971-) か らであ ったが、グローバル化の 中で外国資本 の導入 な どを端緒 とす る高度経済成長が顕著 とな る

第五 次 (1981-)・ 第六 次 (1986-) において最 も強 く指摘 され、 「富の分散 と公 平性 の強化 」 とい う形でバ ンコ

クか らの経済活動の地理的分散、す なわち地域的配分の不平等 (地域間不平等) の是正が強 く求 められ た。

第七次 (1991-) では、さらな る経済成長 を求 めるところか ら若干 トー ンダウンす るものの 、少 な くとも文言

上はバ ンコクか らの分散 を続 けて謳 ってい る。

表6-2 タイの国土政策の変遷

その一方で、実際の産業立地政策においては、BOIの 投資奨励政策 が地方圏 である第三 ゾー ンへの立地

優遇 を通 じて、またIEATが 地方圏での工業団地の建設 を通 じて、地域的配 分の不平等 (地域間不平等)

の是正をすすめてい るもの の、主要港湾 ・空港はす べて広い意味でのバ ンコク大都市圏 に建設 され、よ り

包括 的かっ強力にイ ンフラ整備 を推進す るプログラムは、バ ンコク都心か ら200kmと 離れ ていない東部臨

海 開発地域 で進 め られ ることにな った。BOIの ゾーンもバ ンコクに近 いラ ヨー ン県や レム ・チャバ ン工業

団地 (チ ョンブ リ県) が第三 ゾー ンに設定 され ているこ と、工業団地 も割合 的に見れ ばバ ンコク大都市圏

352



第六章 グローバル 化と地域格差是正政策の新 しい展開

における建設が多いこと等を含めると、実際の産業立地政策は、全国的な視野でみた場合 に地域的配分の

不平等 (地域間不平等) が追求されているとはいえない。また、日本の工業 (場) 等制限法のような規制

的かつ絶対的格差是正を担 うよ うな法律は、ほとんど策定されなかった。このことは、タイにおいては、

国土政策 と実際の産業立地政策が乖離 していることを示すものと考えられる。また過密過疎問題 (絶対的

地域格差) の是正、とりわけバンコク大都市圏の過密に伴 う問題については、問題意識は経済成長が沸騰

してきた第七次から顕著に出てくるものの、具体的な政策では経済成長を優先 して規制的な政策はほとん

どとられず、結果 として世界最悪といわれる交通渋滞や若年労働者の大規模な出稼ぎによる農村の疲弊な

どを典型的な問題 とする、多くの過疎過密問題が惹起 されることになる。

マ レー シアの 国土政策 は、タイ と同 じく、マ レーシアプラ ンと呼ばれ る国家計画の 中に包含 され る形 を

取ってい るが 、元 々比較的分散的 な国 土構造 をそなえていたこ とに加 え、土着のマ レー人 と植 民地時代 に

移動 して きた華人 との民族 間格差 の是正が最重要の国家的課題 と して挙げ られ続 けた ことか ら、地域格差

是正 につ いては、主 に民族 間格 差の是 正のた めの手段 と しての二次的な捉 え方が なされて きた。ただ、民

族間格差是 正の対象で あったマ レー人が、その歴 史的背景か ら農村部 に多 く居住 していたこ とか ら、その

意味 で地域格差是 正 も重要な政策 目標 とな りえた。

表6-3 マレーシアの国土政策の変遷

マ レー シアプ ラ ン中では、マ レー人優遇に よる地位 向上 を 目的 とす るブ ミプ トラ政策 が始まる1970年 代

前半の第 二次プ ラン (1971-) か ら、地域格差是正に よるマ レー人の相 対的地位 向上 (経済 のマ レー化) が訴
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えられ るが、そのス タンスは、マ レー人の多 く居住 する地方圏 ・農村 を振興す る地域的配分の不平等 (地

域間不 平等) の是正 と、都 市部 を工業開発 して雇用 を創 出 し農村のマ レー 人の都 市化 を促 す一人当た り配

分の不平等 (地域 間不公 平) の是正を織 り交ぜ たものであ り、必ず しも高度成 長期 の 日本や タイ と同 じよ

うな形 で謳 われ たわけではなかった。その後、不況 を経 て高度経済成長が始 ま る第五次 (1986-) より民営化

路線 を取 ることにな り、市場原理に逆 らう形 とな る地方へ の工業分散政策 、す なわち地域 的配分 の不平等

(地域 間不平等) の是正 に関す る記述は弱め られ るこ とにな る。一方、実際の産業 立地政策 も、1970年 代

初頭 と1980年 代前 半に国土政策 に沿 う形 で転機 を迎 えるが、マ レー シアプラ ン上で比較 的強 く地域格差是

正が訴 えられて いた1970年 代 であっても、投資奨励 法な どによる地方へのイ ンセ ンテ ィブ供 与はそれほ ど

強力な もので はな く、また 自由貿易地域はすべて既存集積 である三大都市圏 (クア ラル ンプール 、ペナ ン、

ジ ョホール) に設 け られ ることになった ことか ら、地方圏 の振興に よる地域 的配 分の不平等 (地域間不平

等) の是正 ではな く、都市 化による一人 当た り配分の不平等 (地域 間不公平) の是正が強 く志 向 されてい

ることがわか る。この動 きは第五次 プラン以降に さらに顕 著にな り、イ ンフ ラ整備 において も高速道路の

民営化に よる整備 が進 め られ るなど、既 存集積 の強化が強 く求め られてい る。

こ うした こ とか ら、3国 の傾 向 として はまず、高度成長期 において3国 とも地域格差是正を国土政策の

中で標榜 して いるが、1960年 代の高度成 長期の 日本 が規制的手段 を含 めた過密 過疎 問題 (絶対的地域格差)

への対応 を、地域 的配分の不平等 (地域間不平等) の是正 と同時 に比較的強 く打 ち出す ことがで きたのに

対 し、1980年 代後 半か ら1990年 代のタイやマ レー シアでは、国家計画上の文言 とは裏腹 に強力な分散政策

は打 ち出せず 、地域 的配 分の不平等 (地域間不平等) を 目指す 国家計画上にお ける文言に見 られ るタテマ

エ と、経 済成長 を 目指 して集積 を形成 させ よ うとす る実際の産 業立地政策に見 られ るホ ンネ との乖離が大

きくな って いった。この傾 向は1980年 代 の安定成長期の 日本において も見 られ るよ うにな り、産業立地政

策が経済成長 を 目指す ための集積形成 を 目指す よ うになってきていたのに対 し、国 土計画の側 では、地域

の同質化 による地域的配分の不平等 (地域 間不 平等) をよ り強 く目指す ものになっていった。その結果 と

して 、日本 におけ る東京 一極集 中問題や、タイ ・マ レーシアに見 られ る過剰都 市 化問題 と呼ばれ る大都市

圏の拡大 が、アジア諸 国全域 で見 られ るよ うにな り、また 日本では効率性 を伴わない 「バ ランスの取れた」

開発、す なわ ち地域的配分 の不平等 (地域間不平等) の是正を名 目とした地方で の過剰 なイ ンフラ整備が

批判 され、そ の片棒 を担いだ形 となった国土計画 自体 も強 く批 判 され て、不要論 まで 出ることになった と

考え られ る。

6.1.2. 開発 主義が国土政策に与えた影響

そ もそ も国土政策が なぜ 、地域的配 分の不平等 (地域間不平等) の是正を打ち出 さざるを得なかったか

については、 と りわけア ジア諸国の経 済成長過程 にあ った 「開発主義」か ら説明す ることがで きる。開発

主義 は、不安定 な政治状 況 を治めて国 民を統合す るために、富国、すなわち高度 の経済成長 を約束す るこ

とで、開発 独裁 とも呼 ばれ る強権政治の継続 を可能にする ものであ るが、開発主義 と強権政治 の担 保は、

所 得 ・地位 の上昇や生活 の向上を望む国民の大多数 の合意の うちに存在 した ことか ら、格差是正 に配慮せ

ざるを得なか った。格差 は本質的 には必ず しも地域 の格差 である必要はな く、一 部の特権階級 だけではな

く広 く国民が経済成長 の果 実を享受 できれば よい とい うものであったが、人 口 ・労働力 の地理的移 動や職

種的転換 (主 に農業か ら工業へ) がそ う容易に、また短期間には可能 でない ことか ら、地域 の経済格差是

正、 と りわけ地域間不平等の是正が、国土政策で常に志向 され ることになった。

開発 主義は、富国 を至上命題 としていたが、当時の成長産業であった工業 の発展 は しば しば地理的な集
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積 を必要 と していた。経済開発 のための資源 (資本、人材、技術な ど) が必ず しも豊 富でない国で経済発

展 を行 うために は、一つ かあ るいは幾つかの拠点 を指定 して空港 ・港湾 ・工業団地等 のイ ンフラ整備 と企

業の立地 を集 中 させ るこ とが不可欠 であった こ とか ら、実際の産業 立地政 策は大都市圏へ の集積 を認 め、

さらに促 す よ うな形 にな り、国土政策 (国土計画 ・国家計画) 上の文言 と矛盾 し乖離す る もの となってい

ったのであ る。

しか し、だか らといってそ の矛盾 は結果的 に国民の間の格差の拡大には必ず しも繋が らず 、少 なくとも

日本、タイ 、マ レー シア とも絶対貧困層は劇 的に減 少 し、また程度の差はあれ高度の経済成長 を達成 して

中間層が育成 され るまでになった。それは と りもなお さず人 口移動 、すなわち都 市化に よって経済 ・産業

集積 に人が集 ま ることに よって、一人 当た り配分 の不平等 (地域間不公 平) が解 消 された ことによるもの

であ り、国土政策 上の文言 とは必ず しも一致 を見ていない。また経済成長は かな りの程度 達成 され たが、

その一方で過密 によ る様 々な都 市環境 問題 (交通渋滞、各種公 害) や、過疎 による農村 ・森林 システ ム疲

弊等、人 口の極端 な粗密に よる様 々な具体的問題 が生 じ、過密過疎問題 (絶対的地域格差) は大 きな問題

とな った。 ここに、開発主義に基づ く国土政策 と地域格差是正政策 の本質 的な問題 が、アジア諸国独特の

国土 ・都 市間構 造 を形成す る主要な要因 となっていると考 えられ るのであ る。

6.1.3. グ ローバル化によ る国土政策の変容

ただ前述の よ うに、1960年 代の高度成長期 の 日本 と、1980年 代の高度成 長期の タイ ・マ レー シア とでは、

国土政策 と産業 立地政策 の乖離 の状況 は、前述 したよ うに違 ってい る。 日本 では、結果は ともか くとして

も新産 ・工特、低開発地域の指定な どが強力に推 し進 められ たのに対 し、 タイ ・マ レーシアでは、BOIの

投資奨励 政策や東マ レーシアの投 資優遇 な どの地方優遇政策があるものの強力 ではな く、東 部臨海開発 地

域やFTZに 見 られ る ように、産業立地政策の一部がすでに大都市圏への集 中 とその拡大を認 めるものにな

ってい る。一方 日本で は、1990年 代以降 これ まで、地域 的配分の不平等 (地域間不 平等) の是正 を求 めて

策定 されて きた新産 ・工特、テク ノポ リス といった制度 が改廃 に追い込まれ てい る。こ うした変化は、タ

イ ・マ レー シアのそれ らと同様に、産業立地政策 と して大都市圏への集中 ・拡大 を認 めた もの と捉 えるこ

とがで きる。

こ うした流れ は、1960年 代 くらい までの グローバル化以 前における、国土 とい う 「閉 じた空間」におけ

る産業立地政策 と、1980年 代以降 のグ ローバル化が進展 した後の、周辺諸国 との間の競争 に晒 された、「開

いた空間」にお ける産業 立地 政策 との違 い と捉 えるこ とがで きる。1960年 代 の 日本 も、程度 の差はあれ開

発主義的 な傾向の も と、経 済成長 と地域的配分の 不平等 (地域 間不 平等) の是正が同時に求 められた もの

の、グローバ ル化に よって国内の産業が規制に よって国外 に流出する恐れ はそれ ほ ど高 くなかった ことや 、

当時の産 業構 造 (重 工業 を中心 と した経済開発) が必ず しも大都 市圏 の集積 を必要 とするよ うな ものでは

なかった ことな どか ら、国土政策 と実際の産業立地政策 との乖離はそれほ ど大 きくな く、また公害な どの

過密 問題 (絶対 的地域格差) への 対応 とい う意味で も有効な手段を うつ ことがで きた。一方、1980年 代以

降の タイ ・マ レー シアは、 グローバル化の 下での周辺諸国 との熾烈な立地競争に さ らされ、各国の外資 ・

輸 出入 依存度 も量的 ・質的 (技 術移転 など) の 両面 でかな り高かった ことか ら、開発 主義 に基づ く政体を

支える国家 計画 と、開発主義の至上 命題で ある経済成長 を支 える産業 立地政策 が乖離 した と解釈 できる。

前者が タテマエ として地域的配分の 不平等 (地域間不平等) の是正 を求 めるの に対 して、後者が グローバ

ル化 に基づ く競争 の 中での経済成長 を求めて既 存集積 を増強 し、既存の大都市圏 の拡大 を容認 した ことが 、

その乖離 に繋が った。 また産業構 造が変容 しフッ トルー スな産業が経 済成長 を担 うよ うにな った ことも、
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グ ローバ ル化 に よる競争の影響 と合わせて、産 業立地政策におけ るホ ンネの部分 をよ り強 く引 き出す結果

とな った。こ うした動 きは 日本 も例外ではな く、1990年 代以降、国土政策 の見直 しが行 われ る等の動きは、

こ うした グローバル化や産業構造の転換に よるものであると考え られ る。

1990年 代後半 には、経済成長 を促す新 しい基幹産業 として情報産業が注 目され、 各国でその振興政策 が

打ち出 され るが、い ち早 く大規模 なイ ンフラ整備 と種 々の恩典供与に よる誘 致計画を打 ち出 したマ レーシ

アのMSC計 画の対象地域 は、 クアラル ンプール 都心か ら約30km程 度 の距離 にある大都 市圏 の郊外での開

発 となっている。情 報産 業本 来の性 質か ら考 えれ ばこ うした選択 は当然 とい う、あ るいはむ しろ都心か ら

離れ す ぎ とい う見解す らあったが、基幹産業の誘致によ る地域格差是正 とい う従来の国土政策の考 え方か

ら見れ ば、全 く逆 の発想 となっている。 グローバル化以前の基幹産業の誘 致政策 は、大都市 に立地 しがち

な ものを地方に移すた めに様 々な優遇 を与 えるとい う発想 であったの に対 し、このMSC計 画の意 図は、大

都市 に選別的 な優遇 を与 えてい るとい う点で、地域格差是正を求めた国土政策 上、 またその主要な実現手

段 と して用い られ続 けてきた産業立地政策において、非常に異な る性質 を持つ もの となっている。

以上の よ うに、開発主義 に基づい た国土政策 と産業立地政策が 、開発主義の もとで どの よ うに性 質づけ

られ、また グローバル化等 によって どの よ うに変容 してきたかについて、第五章 までの知見を元にま とめ

た。
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6.2. グ ロー バル 化の下 での地域格差是正の可能性

次に ここでは、国土政策 にお ける地域格差是正政策 が、特 に注 目しその分散を図ろ うとした基幹産業の

立地動向 を中心 に、第五 章までの知見 を元に述べ る。そ の うち、産業の立地分散 と地域格 差是正の関係 に

ついて第1項 (6.2.1.) で、グ ローバル化 以降の産業立地 の分散 の可能性について第2項 (6.2.

2.) でま とめ ることにす る。

6.2.1. 産 業の分散 と地域格 差是正の関係

産業立地の地方分散政策 と地域格差 是正 との関係 について、これ までの議論では、その達成度合いやそ

れ に基づいた評価が曖昧 であったが、本論 文の地域格差概念の再定義 を使 うことで明 らかになった。日本、

タイ、マ レー シアいずれの場合 も程度 の差はあ るが、高度成長期の経 済成長 に よって基幹 産業は大都市に

集 中す ることに な り、地域 の同質化 を 目指 した国土政策 の文言通 りには産業立地の地方 圏への分散 は進ま

なかったが、人 口がそれ以上 に大都市圏に集中す るこ とによって一人あた りの指標 の格 差は軒並み減少 し、

一 人当た り配分 の不平等 (地域 間不公 平) が解消 され ることになった。

日本にお け る高度成長期の地域格差是正の手段 と しての産業立地 の分散政策は、産業立地 の分散 自体に

対 してはあ る程度の効果 を発揮 したが、人 口は こ うした立地の分散に従 って分散 したわけではな く、都市

化が進 んでい った。 この ことは、通産省の報 告書 が工業集積度 と人 口の関係 の相 関関係 を調べ 、両者の関

係 はある程度 あ りつつ もその関係 は次第 に小 さくな り、また両者の伸び率 との関係 には全 く相 関がない こ

とか らも示 され てい る。(総) 所得 は産業立地や人 口の動 きよ りもやや敏感 に景気 に反応 していたが、産

業構 造が第三次産業化す るに従 って経 済活動が大都 市に集 中 し、格差 (地域的配分 の不平等) はむ しろ開

く傾 向になった。 ただ、一人あた り所 得でその差が長期的に減少 しているこ とは、人 口移動 が非常 に大 き

く、それ によって一人あた り指標 を元にす る地域間不公 平の是正 に繋が ってい る。

安定成長期 以降 も、一人 当た り配分の不平等 (地域間不公 平) が解 消 され る一方で、全総計画 では同質

化を求め る地域 的配分の不平 等 (地域 間不平等) の是正が強 く謳われ るようにな り、それ は地方で の公共

投 資 ・公共事業の増大 に繋がっていった。一方産業 立地 に関 しては、これまでの重化学工業のよ うに原材

料や 製品の運搬 コス トが 高 くな く、従 って立地 も大都 市にあ りが ちな港湾等の産業イ ンフラが近 くにある

ことを比較的必要 としない、電機電子産業 などのいわゆ るフ ッ トルー スな産業が経 済成長 の中心になると

考 え られたの で、その地方分散 に関 しては楽観的 な見方 が大 きかった。結局、この時期の産業立地 に対す

る実際の地方分散政策 は、優遇 こそテ クノポ リス政策 な どが全国 にち りばめ られ る形で行 われた ものの強

力で はな く、規制的 手段 は採 られ なかった。また中枢 管理機能等 を担 うとされ るオ フィス機能 の大都市集

中に対す る規制政策 も採 用 されなかった。それが結果的に1980年 代 の後半に いた って東京一極集 中問題 と

い う、過密過疎問題 (絶対的地域格差) に関す る新 しい間題 を生 じさせ るこ とにな る。

タイにお いて も日本 と同様 に、バ ンコク大都市圏への産業立地 と人 口の一極集 中によって、地域的配分

の不平等 (地域 間不平 等) すなわ ち地域の同質 化は到底達成 しえず、また過密 ・過疎にかか る過密過疎問

題 (絶対的地域 格差) が 生 じているが、一方で人 口移動 ・都市化が進み 、一人 当た り配分 の不平 等 (地域

間不 公平) はむ しろ是正 の方向に向かってい る。 タイの場合、国土政策においては、成長の極 理論 を援用

す る形で地方 に拠 点 をつ くり、それ らを中心 と して経済的な波及 効果 を 目指 そ うとい うもので あった。 し

357



第六章 グローバル化と地域格差是正政策の新しい展開

か し実際 にはまず、地方圏 に産業 を分散す るとい う意 図が、実際の産業立地政策 においては弱かったため

に、地方で拠点 が形成 され る程の集積 が形成 され なかった。また工業団地程度 の集積 がある程度形成 され

たよ うな地域 (ラ ンプー ン県) にお けるケー ススタデ ィにおいて も、そ うした小 さな集積 が地方へ もた ら

す波及 効果 は小 さく、む しろそ もそ も既 存集積 をそれ ほ ど必要 とせ ず周 辺へ の波及 効果 も限定的 な産業 ・

企業が主体 となって地方 圏へ立地す る とい う状況 であった。地域的配分の不平等 (地域間不平等) の是正

とい う観 点か らみ た場合 、国全体の経済成長 と産業の地方圏への立地の両方 を可能 とす る基幹産業の業種

あ るいは業態が、どの よ うなものか といった ことに関 しての議論 が薄弱で あったた め、単に国全体の産業

構 造 とのバ ランスの 中で優 先順位 の低い産業 (=す でに労働集約的で地方圏での労働 コス ト優位 が見込め

るよ うな産業) を地方 に回す とい う大雑把 な方法 しか取 られなかった。本 来な らば、地方立地が比較的可

能 でかっ 立地周 辺地域で の波及効果が望め るとい う観 点か らより細 か く行われ るべ きで あったが、グロー

バル化 の下では、地域格 差是正への配慮 よ りも、産業集積 を国内の よ り効 率的な場所 に形成す る とい う意

図 が上回 った と考え ると、そ うした政策 も致 し方ない と考 えるこ とがで きるだろ う。

マ レー シアにおいて は、日本や タイ と違い、前述 の よ うに国 土政策で地域 格差是正 を唱 えてはいて も

それ は民族 間格 差 を是正 し解 消す るための手段 に過 ぎなかった。 したが って産業立地政策は、投資優遇 な

どによる地方圏への 立地誘導 と、自由貿易地域 な どの大都 市圏での指定な どに よる大都市圏での集積の一

層 の拡 大が、並列的 に行われ る形 となった。結果的には、特 に後者 、すなわ ち大都市圏での産業振興 とそ

れ に伴 うマ レー人 を中心 とす る農民の都市化が成功を収めて、マ レー人の都 市化に よる一人 当た り配分の

不平等 (地域 間不公 平) の是正が成功 し、マ レー人の絶対貧 困率 は劇的に解消 され、また民族 間格差 も徐 々

にではあ るが是正 されて きている。一方、都市化に よる様 々な問題 (絶対 的格差 問題) は、元々の人 口構

造 ・都 市間構 造 な どを反映 してバン コクほど深刻では ないが、質的には同様 に交通渋 滞、都 市環境問題な

どが生 じてい る。 しか しこ うした状況 に対 して、1990年 代後半か ら政府 が採 った産業立地関連 の政策は、

首都圏 の近 傍を大規模 に開 発 し、新 しい基幹産 業 として期待 を集め る情報 産業の集積 を立地 させ るとい う

ものであった。 この こ とは、グローバ ル化の下での周辺諸国 との競争 とい う状況 の中で、国内の大都市圏

の有力 候補地へ の基幹 産業 の誘致 を優先 し国家全 体の経 済成長 を優先す る とい う傾 向が見 て取れ る一方

で、地域 的配 分の不平等 (地域間不平等) の是正の重要性 が、実質的にます ます低 下 してい く状況 を示 し

ている。

こうした ことをまとめる と、3国 の国 土政策 は、国土 (国家) 政策の中で基幹産 業の地方 への分散に よ

る地域格 差是 正を謳 った ものの、実際の産業立地政策 では必ず しもそれが徹底 されず、実際 の産業立地は

地方 には分散 しなか った。 グローバル化以前 に経 済成長 を達成 した 日本の場合 、産業 の立地分散はある程

度達成 され た ものの人 口はそれ につ いて こず、グローバル化以降 に経済成長 を達成 したタイ ・マ レー シア

の場合 は、産 業の立地分散 もままな らず人 口も大規模 な都 市化によって大都 市圏に集 中 した。 日本におい

ても グロー バル化以降は タ イ ・マ レー シア と同様 の動 きを示 してい る。 こ うした産 業立地 の集 中化 と都 市

化 の動 きは、一人 あた り指標 に基づ く一人 当た り配分の不平等 (地域間不公 平) の是正 を促す一方で、過

密過疎問題 (絶対的地域 格差) に基 づ く様 々な具体的 問題 を生 じさせ た。

したが って、産 業の地方分散 と地域 格差是正 の関係 といった場合 、産業 の地方分散 は十分には達成 され

ず、また グローバ ル化 の影響 に よって益々分散が難 しくなっていき、地域的配分 の不平等 (地域間不平等)

とい う意味 では一向に達成 されなか った。その一方で、一 人あた り指標 でみれば、既存集積 への人 口集 中
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と大都 市圏化 に よって、一人 当た り配分 の不平等 (地域 間不公平) とい う意味で の格差は解消 され ること

になった と考 え られ る。

格差問題の うち、実際的な問題 を伴わない相対的地域格差の問題は、最終的にはその地域 (それはしば

しば国家であるが) 内の市民の総意によってどの程度の格差までが許容 されるかが決定されるもので、そ

の適 当 ・不適 当は普遍的に判定されるものではない。ただ、これまでの国土政策においては、地域的配分

の不平等 (地域間不平等) と、一人当た り配分の不平等 (地域間不公平) とい う、本質的に全 く異なる概

念が区別されずに 「地域格差是正」とい う言葉で示されてきたため、その主要な是正手段であった基幹産

業の分散 との関係や、そうした手段を用いた国土政策の評価 も曖昧にならざるを得なかったきらいがあり、

この点については改善が要求 される。

一方度々指摘す るように、産業の集中化 と人口の都市化は、一人当た り配分の不平等 (地域間不公平)

を解消の方向に向かわせ るとともに、絶対的地域格差、すなわち過疎過密に伴 う具体的な問題を様々に生

じさせている。確かに産業構造の変革や情報化によって、公害を引き起こしやすい産業はすでに基幹産業

としての役 目をほぼ終え、技術革新やインフラ整備の進展 とも相まって、集中による弊害は徐々に小さく

なってい く方向にあると考えられる。ただ、だからといって集中を見過ごしてよい程に問題が解決 してい

るわけではなく、また市民の環境 ・公害問題に対する意識 も高まってきている今 日では、地域格差問題の

新 しい捉え方が必要であると考えられる。

6.2.2. 基幹 産業の地方 分散の可能性

一方、本論文では産業の立地分散についても多く言及 してきたので、ここでとりあえず一時的に国土政

策による地域格差是正 という目的を離れ、地方圏の振興を担 うとされ る基幹産業や企業立地の地方分散の

可能性 自体について、これまで本論文で述べてきた知見にもとついて検討 してみたい。

○工業の地方分散

高度成 長期 の 日本 、タイ、マ レー シアのそれぞれ で地域的配分の不平等 (地域 間不平等) の是正の手段

として用 い られ たの は、細 か く見れ ば性質 の違 いはあるものの、専 ら経済成長期の基幹産業であった工業、

とりわけ製 造業の地方分散 政策 であ り、特に地方圏にい くつ かの拠点 を設定す る成長の極理論 に もとづい

て行 われ て きた。成長の極理論は 、第二章 に示 したよ うに、基幹産業の生産過程 での投入 ・産 出、技術水

準が、他産業 に外 部経 済 とい う形 で作用 し、波及効果 となって周辺 部に も拡大 してい くとい うものであっ

た。 実際 に、本論 文で レビュー した3国 いずれ におい ても、この成長の極 理論 に よる、あるいはそれ に類

似 した形 での地 方圏の地域指定 とそれ ら拠点の開発が見 られ 、 「波及効果」 「浸透効果」 と言 われ る形で

次第 にその周辺 部へ 、そ して次第に地方の広範 囲に経 済効果が広 まってい くとい う、楽観的 な考 え方が用

い られ て きた。 日本では拠 点開発構想 に基づ く新産 ・工特地域の整備 がそれ であった し、タイでは開発拠

点都 市や 工業開発拠点がその役割 を担 うはずで あった。

しか し成 長の極理論 は、あ くまで基幹産業が同定できた場合にそれを地方に立地 させ ることに よる相乗

効果 を示 した もの であって、どの よ うな産業が経済成長 の源 となる基幹産業にな るか、そ して どの よ うな

基幹産 業な らば地方で も立地 可能 かについ て示 した ものではな く、それ らについてはす でに設定 された仮

定 とされ ていた。 日本、 タイ、マ レー シアそれ ぞれの産業政策 は、どの よ うな産 業が国家全体の経済成長

の源 になるかまで はか な り しっか りと判明 させ ていたが、それ らが地方への立地 が可能 でかっ成長の極理
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論 が示す ような波及効 果が出て くるよ うな産業であるか どうか については、検討 されなかったか、あるい

は検討 され て も他の よ り大 きな理由に よってかき消 されて しまっていた。

日本 の高度成 長期においては、新 産 ・工特や低開発 地域 な どの優遇 政策や 、工業 (場) 等 制限法 とい う

制限的政策 によって、重化学 工業 を中心にある程度の工業集積 を地方に立地 させ ることに成 功 した。 しか

し、それ らの波及効果 は大き くはな く、成長の極 理論 が示す よ うな産業集 積の発展には至 らなかった。ま

た高度成長期以 前は地方 立地にお けるデ メ リッ トとして輸送イ ンフラの不備 が指摘 されてきたため、輸送

イ ンフラの広域 ネ ッ トワー クが整備 されれば、あるいは原材料や 製品の単位 重量あた り付加価値が上昇 し

て相対的 な輸送 コス トが減ぜ られれ ば、工業の立地が地方 圏に向か うと予想 が な された。 しか し、新全総

以降の広域ネ ッ トワー クの実現を見て も、それ をもって全国的に立地 が分散 した とい う状況 にはなってお

らず 、見かけ分散傾 向を示 していて も、実際 は大都市 との非 常に強い繋が りの上 での分散、あるいは大都

市圏の拡大 となってい った。

また、産業構 造の変化 に伴 う新 しい タイプの基幹産業への対応 として、定 住構想やテ クノポ リス政策 と

いった政策が重視 した 、生活イ ンフラの整備 とい う発想 については、その問題 意識、着眼点 は間違いでは

なか った。 しか し実際 にハイテ ク産業 が立地決定 において重視す るものは 、生活イ ンフラとい った もの以

上に、自社内部 局や取 引先 な どとのネ ッ トワー クあるいは集積 といったもの であった にもかかわ らず 、テ

クノポ リス等に指定 され た地域 の多 くは、そ うした実態 とかみ合 ってい なか った と考 え られ る。また全総

計画が四全総までの間 、地域的配 分の不平等 (地域間不平等) を しきりに唱 えていた一方 で、そ うした集

積 の分 散のた めの集 中規制措置 (すなわちオ フィス規制) は一向に取 られ ることがなかったため、結果的

には東京 一極集 中 とい う状況を招いて しまった。

タイにおいては、開発拠点都 市や 工業開発拠点等の指定による産業イ ンフラ整備 と、BOIに よる投資奨

励 政策 の地方 部の優遇が 、高度成 長期 に同時に行われ た。ただ し、成長の極理論 に基づいた拠点開発 にお

いて実際 の立地企業の振 興に直接対応 していたのは、工業団地の地方圏での整備 のみであ り、それ らは大

都 市圏 内で も数多 く開発 されたた め、産業立地分散政策 としての効果は もともと弱い ものであった と言わ

ざるをえない。また地方の主要な拠点 とバ ンコク大都 市圏を結ぶ広域ネ ッ トワー クは、道 路を中心 と して

整備 され一 定の水準に達 したが、それ らは主にバ ンコク大都市圏の拡 大を促 す役 目を主に担 うようになっ

た。実際 に企 業立地 を調べ てみ て も、大都市圏か らの方向別にネ ッ トワー クが形成 され てい る場合が多 く

見 られ 、一方地方圏 での立地については、確かにそのポテンシャルを上昇 させ たか も しれ ないが、それが

十分条件 とな って地方 へ 立地 し拠 点を形成す る とい うことには至 らなか った。

全国を3つ に分割 して地方圏において よ り手厚 い優遇 (減税、関税の減免 など) を与えるBOIの 地方分

散政策 は、確かに それ な りの効果 がある と認め られ、工業団地や ネ ッ トワー クの整備 と相 まって、地方圏

で の立地に必要 な一定 の条件 を満 たす 企業 の立地分散 をある程度促 した。 ただ し、その 「一定の条件 を満

たす企業」は、成長の極 理論が述べ る ような波及効果 を持 たない ような業種 ・業態 であった。結果的 に地

方圏に立地 してい る企業 は、大都市 で しか供給 されない ような トップ レベルの労働者 を必要 とせず 、また

集積 を必要 と しな い企業 とい うこ とにな り、結果的 に、比較的汎 用的な技術 ・工程 を行 うス タン ドア ロー

ンな (搬入 出のか な りの部分を地域外 とのや り取 りで行 う) 工場 (内陸地域の場合 は さらに トラ ックでの

運搬 費用 がそれほ ど多 くかか らない程 、単位 重量あた りの付加価値 が大きい もの を扱 う工場) が地方に立

地 できるこ とにな り、実際に本論 文でケースス タデ ィを行 った ランプー ン県な どではそ ういった企業が多
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数進出 してい る ものの 、周辺地域へ の波及効果 とい う意味 では、成長の極 理論が仮 定 しているよ うな状況

にはほ ど遠い。

ランプー ン県の状況 を実際 に調べ てみ る と、バ ンコク大都 市圏 に立地 してい る企業の間で最 大の懸案 の

一つ と指摘 された熟練労働者 (あ るいは高学歴 ・高技術保持者) の供給 については、 実際には一定 レベル

の人材 で あれ ば必ず しも供給 が少 な くない場合 もあるのに、情報 のギャ ップが大 きく生 じて立地が進 まな

い場合が あるこ とが判明 した。しか し一方で、も う一つの懸案 であった既存集積また産業集 積については、

一工業団地程度 の集積 では取引関係 の実態上か ら考 えて も集積 としての意味 はほ とん どな く、大都 市圏ク

ラスの集積 での意義 が非 常に重ん じられ る とい う結果が出てい るので、元 々集積の ない地方圏での立地を

促す地方分散政策 にとって 、この問題の解決は非常 に困難であ ると言 わ ざるを得ない。

ここか ら指摘 できる ことは、まず 単に地方圏での立地 とい うことであれ ば、その条件を満たす工場はバ

ンコク大都市圏 にお いて も必ず しも少 な くないの に、人材難や インフラの不備等 を懸念 して ど うして も地

方圏に行か ない傾 向が ある ことであ り、地方分散に とってはかな り明 るい材料 とい える。す でに官 営で一

定 レベ ルの能 力を政府 によって保証 され たイ ンフラがあ り、またある程度の人材 を十分供給で きるよ うな

地域では、政府 な どが積極 的に信用あ る情報を提供 した り、人材 を斡旋 す る等の活動を行えば、よ り多 く

の立地が見込め ることが考 え られ るのである。

しか し一方 で、い くらこ うい った性 質 ・業態の産業 がある程度地方に分散 して も、成長の極 理論 が示す

よ うにそれが集積 となって 自立的に拡 大 して い くことは、難 しい と考 えなければ な らない。 ランプー ン県

で は少な く とも1つ の工業団地 に大小合わせ て100近 くの企業が立地 したが、それが地元への新 たな集積

をもた らした といった現象は見 られ ない。他の既存研 究で も、そ ういった効果は ほ とん どな く半ば孤 立 し

た 「島」の よ うなた とえ方を され てい るし、本論文で調査 した取引先 との関係 をみて も、現地企業 との取

引は僅か に過 ぎず 、その僅 かな量 も梱包 な どとい った技術移転 に よる集積拡大 にはほど遠い よ うな内容 の

もの で しか ない。すなわ ち、基幹産業 による連関効果はほ とん ど期待 で きない状況 であ る。唯一希望があ

る とすれ ば労働力に関連 す る部 分であ り、現地では比較的高い技術 を持つ企 業に勤 めることによって現地

の人材が 育成 され た り、進 出 してい る企 業が現地の大学や専門学校 と提携 して、一定の労働力の供給 を保

証 しても らうかわ りに研修 を行 った りす ることである。それは確 かに長期的 にそれ な りの効果 を示すか も

しれ ない が、大都 市圏での人材 の質の向上 と比べた場合の相 対的評価 は定かではない し、また地方圏で育

った人材 が よ りよい条件 を求め て結局大都市に出て しま うことも十分考 えられ るので、た とえ産業が地方

圏に立地 した と して も、波及効果や連 関効果 といった周辺地域への影 響 とい う点では、非常 に限 られた も

ので しかない と考 えられ る。

成 長の極理論 がそ もそ もどの程度の集積を念頭 にお いていたの かは不明で あるが 、大都市圏 レベルでの

集積 が もの をい う現代 の製造業集積 の構造か らいって、成長 の極理論に よる基幹 産業の政策 的誘導 と、そ

れに伴 う集積形 成、地方 での波及効果の浸透 は、そ もそ も期待で きない ものであった と言 わ ざるを得 ない。

マ レー シアにおい て も、成長の極理論 を元に して、地方圏への工業団地建設 と産業立地 に よる周辺地域

へのス ピルオーバー効果が 追求 され た。マ レー シアは元々、比較 的産業立地が分散 して分布 してい るが、

近年集積 が著 しいのは首都 クアラ ルンプール を中心 とす る大都市圏 と、隣国 シンガポールの大都市圏の一

角 を占め る形 とな ってい る ジョホールバルの周辺であ り、地方圏への立地は進んでいない。また管理機 能

な どの機能 分化は首都 クア ラルンプール大都市圏で主に生 じてお り、中心 とな る大都 市都心 が隣国に位置
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するジ ョホールバル だけでな く、古 くか ら産業集積 を持 つペナ ン島周辺地域 において もそ うした機能分化

は見 られず、成長 の極 理論が仮定 しているよ うな集積の拡大 ・深化は、大都市圏でのみ行 われ ていると考

えられ る。

日本 にお ける研究 の レビュー及び 、タイ ・マ レー シアにお ける本論文 の分析 に よれ ば、政府 に よる産業

立地の分散政策 に関わ らず 、実際 の立地性 向は、地方への分散 ではなく大都市圏の拡大 とい う結果になっ

た。 日本 においては、高度成長期やその後のハイテク化への過程 を通 じて、東京一極集 中が顕著になる前

までは地方分散 の動 きがすでに出、あるい は今後 さらに出て くるとい う楽観的な見通 しが多か ったが、結

果 と して は見かけ上、都 心付近か らの分散が地方分散に見えた ものの、実際は大都 市圏化 が進行 していた

とい うこ とにな る。また工業団地 の整備は確かに受け皿 と して不可欠で あ り必要条件 と して挙げ られ るが、

かとい ってそれ があれ ば立地が必ず促 され る とい うものではな く、他の要因 に大 き く左右 され ることにな

る。結 果 と して高度成長期 に大都市圏、地方圏 の両方で工業団地の整備が進 め られた 日本、 タイ、マ レー

シア全 ての事例 で、地方 圏の工業団地は分譲率が大都市圏 を大 きく下回 る供給過剰 の状況 に陥 ることにな

った。

○情報産業の地方分散

情報産 業は、マー ク ・ポ ラ トを始祖 とす る情報経済学の分類 か ら分析が進 め られ 、既存の第 二次産業が

情報技術 を用いて よ り高 付加価値な活動を行 う 「産業の情報化 」の時代か ら、情 報技術 が産業 として新た

な付加価値 を生む 「情報 の産業化」の時代に遷移 してきている ことが示 され てい るが、 この動きは現在 、

とりもなお さず 、新 たな基幹産業の創 成 と目され ているもので ある。結果 として情報産業 の最初でかつ現

在で も最大の集積地 であ るア メリカのシ リコンバ レーを主なモデル と して、アジアの多 くの国々でその誘

致活動 ・集積形成 政策が行われてい る。一方で情報産業 は一般 に、政府 の関与の少ない 自由な環境 の元で

発展す る、最 も重 要な情報 のや り取 りはフェイス トゥフェイ スの情報交換の中で行われ るため分散 しに く

い、情報産業 での付加 価値 に特に決定的な影響 を及ぼす優秀な人材は専 ら大都市 圏において供給 され る、

といった性質が指 摘 され て いる。こ うしたことか ら、これ までの工業誘致の よ うな形で地方圏に開発 を行

って集積 をつ くる ことは困難 と言われ 、実際に これ までの情報産業の立地は多 くの場合 、大都 市圏の、そ

れ も都心 を中心 とした立地構 造 となってい る。

本論文 で主に調 査 ・分析 したマ レー シアは、情報産業を特 区 とい う形 で大規模 に開発 し、政府の優遇 を

与えて郊外への立地移転 を促す先進的な試 みを行っているが、調査結果 に よれ ば都心か ら郊外への誘致で

す ら 「情報イ ンフラ を比較 的多 く利用す る企業」とい う条件がついているこ とか ら、地方圏へ の分散は基

本 的に非常に困難で ある と考え られ る。またシ リコンバ レー な どを例に しば しば示 され る、情 報関連産業

に よる触媒効果 、シナ ジー効果の よ うな概念 につい ても、ただ地理的に同 じよ うな業種 (情報関連) の企

業が集ま ってい る とい うだけでは意味が な く、取引関係 があって初めて考慮 され、効果 を持つ ことが明 ら

か とな った。 この ことは製造業同様 、かな り大規模 な集積の重要性を示す ものであ り、また地方圏での人

為的な集 積の形成 が困難 であ ることを同時 に示す もの と考え られ る。も し情報イ ンフラが全土に張 り巡 ら

されれ ば 、前述の よ うな 「情報 インフラを比較的多 く利 用す る企 業」が さらに分散す る可能性は、本論 文

の結果か らだけでは否定 し得ない。 ただ しも し分散 した としても、それ は前述 の製造業 同様 、ス タン ドア

ロー ンの形式が 多 くな る と考 えられ 、地元に与える影響 は限 られ た ものにな る可能性が高 くな る。 これに

ついて は地方 に情 報産業が多 く立地 した事例がまだ ないので検 証 ざれ たわ けではないが 、本論 文に よって
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かな りの程度推測 で きる もの と考え られ る。

○ま とめ

結果 として、基幹 産業の地方分散は、グローバル化 と産業構造 の変革が進む今 日において非常に難 しい

状況 となってい る。具体的には、確 かにタイのBOI投 資奨励 政策 での地方圏優遇政策 な どは一定の効果が

ある ことが示 され てい るが、それ をもって実際の地域格差 (地域 的配分 の不平等 (地域間不平等)) の是

正 を促す には至 らない状況 となって いる。産業インフラの整備 は確 かに重要 であるが、それ らは必要条件

にはなっ ても十分 条件 ではな く、た とえ整備 された と して も大都 市圏 に対す る比較優位 にはな り得 ない。

また本 来比較優位 に なるはずの労働 コス トについては、まず地方 圏で比較優位 を示す単純労働者 の労働 コ

ス トを重ん じる企業 と、そ うではな くむ しろ大都市圏 に比較優位 のある熟練労働者や ホ ワイ トワーカの供

給 を重 ん じる企 業に分かれ ること、次に労働 コス トを重ん じる企 業はグ ローバル化 の時代 においては他国

(例えば タイに とっての 中国の よ うな国) とい う選択肢があって必ず しも地方圏 の比較優位が活か され に

くいこ とがあって、実際には地方 分散に関 してそれ ほ ど大 きなフ ァクター にはなっていない。情報産業 に

お いては、距離の障壁の緩 和 ・撤廃 といった一般的 な概念に反 して、地方圏 での比較優位 は工業以上に見

えに くく、大都 市郊外への産業立地誘導す らままな らない状況 となってお り、地方圏への 立地誘 導は一層

困難 であ ると考え られ る。

そ う じて、基幹産業の地方分散はその性 質か ら本来的に非常に難 しく、それ がグ ローバル化 によるさら

に難 しくなってい ると考 えることがで きるだろ う。
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6.3. グ ロー バ ル 化 の 下 で の 国 土 政 策へ の 提 言

6.2.ま でに、国土政策 による地域格差是正が どの よ うな形で行 われ 、それ に対 して 実際の産業立地

が どのよ うに展開 してい ったか について、本論 文で得 た結果 をまとめ る形 で示 してきた。開発主義に基づ

く国土政策 は、基幹産業 の立地 と人 口を地方 に分散 させ る、地域的配分の不平等 (地域 間不平等) の是 正

を 目指 して策 定 され、成 長の極 理論 な どが援用 され て地方での拠点づ くりが 目指 され たが、結果的に高度

成長期 を通 じて是 正 されたのは、人 口移動 ・都 市化 による一人 当た り配分 の不平等 (地域 間不公平) の是

正であ り、それ に伴って過密過疎が深刻にな って、都 市環境 問題や農村 ・森林荒廃 な ど格差に基づ く具 体

的問題 (絶対的 地域格差 の問題) を生 じさせた。 グローバル化 が顕著 とな り経済活動が国際的な拡 が りを

持 っ よ うになってか らは、地域的配 分の不平等 (地域 間不平等) の是 正のための政策 は、経 済活動への制

限を嫌 う意図か らなか なか用 い られ なくな り、新興工業 国では大都市圏の拡大が一層深刻 な もの となった。

また地域 の経済 を浮揚 させ る基幹産業 も、産業構造の変革 によって 自動車産業の他 、電機電子産業やあ る

いは情報産 業 とい った業種 に変移 してい き、それ らの多 くは見かけ上 「フ ッ トル ース」 「距離の障壁 を乗

り越 える」な どといわれ、地方分散 に向 くかの よ うに予想 され てきたが、実際 は都心の 中枢管理機能 と結

びつ くな どして、都心 か ら大都 市圏 での立地 がよ り進む状況 となっている。本節 (6.3.) では、こ う

した状況 を踏 まえて、今後 、グローバル化が進む中の国土政策のあ り方 ・方 向性 について考察す る。

6.3.1. グローバ ル化が地域格差是正政策にもた ら した影響

グローバル化 とい う現 象は、端的に述べ ると、政治 ・経済 ・社会 において最 も強固な単位 であった国家

とい う単位 の重要性 が低 下 し、国境 を越 えた地域同士の与 える影響力が大 き くなる ことを示 してい るが、

地域 格差 との関係 か らは、神野が課税のための所得や収入 の補足が困難にな りその ことが収益の高い大都

市圏を富ませ地域格差 を拡大 させ る原因 になってい ると指摘 し、また吉 田が産業立地の海外進 出による空

洞化 が地方圏か ら進行 しているこ とを指摘す るな ど、グ ローバル化の影響 は地域格差 を拡大 させ る方向に

動 いている と一般 的に考 えられ ている。

本論 文で も、こ うして様 々な側面か ら語 られ るグローバル化の地理 的な影響 に関 して 、経済の地域格差

とその是正 とい う観点 か ら具体的 な事例 を検討 してきた。

グローバル化 以前に高度経済成 長期を迎えていた 日本で は、地域的配分の不平等 (地域 間不平等) の是

正 を担 う産 業の地方分散政策において、新産 ・工特や低開発地域 な どの指 定による地方圏の優遇 政策 に加

え、既 存集積地の 立地 に直接 関与す る規制的 手段であ る工業 (場) 等制限法が施行 され 、実際に非常に強

い影響 力を持 った。 しか し、1980年 代以降は、 日本のオ フィス ・研究所 への規制 、また タイやマ レー シア

にお ける工場 の規制において こ うした立地 を直接規制す るものは、一部でそ うした案が検討 され たにもか

かわ らず 実際 にはほ とん ど用い られず 、結果的 にそれぞれの経 済活動 の集積 を大都市圏に集 中 させ る原因

とな った。国土政策 は常 に地域格差是正 (地域的配分の不平等 (地域間不平等) の是正) を訴えて地方圏

への工業集積 の誘 導を 目指 してお り、また バンコクに代表 され るよ うに過集 積に よるインフラの過負荷な

ど過密 問題 (絶対 的地域 格差) も明 らかに生 じていたに も関わ らず、規制的手段が十分に取 られ なか った

ことは、グロー バル化 によって、一国のみ によって産 業集積 を排除す るよ うな政策 が打 ち出 しに くくな っ

て きた ことと解釈 できる。

タイでは長年、 バン コクへの一極集 中が問題視 され、国土政策 の中で もその是正が求 め られ てきたが、

政策担 当者の 中で もピシ ッ トがそ の見解 をかな り転換 している ように 、その高度成長期 にお いて は大都市
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圏への集 中、す なわち地域 的配 分の不 平等 (地域間不平等) をある程度容認 しなが ら、まず企業立地の国

内領土へ の呼 び込み による国全体の経済発展を 目指 した。大都市圏へ の人 口と経 済活動の集 中に よる弊害

を未然 に防ぎつつ効果的 な経済発展 を達成 す ることを ピシ ッ トが 「効率的な都市管理計画」とい う呼んだ

よ うに、タイ では事 実上、高度成長期において地域的配分の不平等 (地域間不平等) の是正は タテマエに

過 ぎず、経 済成 長 を第一 に、そ してそれに よるインフラ過負荷等 の弊 害除去 をその補完的 な政策 として、

本論文で い う一人 当た り配分の不平等 (地域 間不公平) の是正 を 目指 した もの と考 え られ る。そ の結果、

高度経済成長 は金融危機 による不況までの10年 余 り続 いたもの の、それ と同時 に交通渋滞、都市環境悪化 、

スラム形成や森 林 ・農村 システムの破壊 を招いた と考え られ るだろ う。

一方、マ レー シアにおいていち早 く情報産業 の大規模 な誘致政策 であるMSC政 策 が他国 に先駆けて行 わ

れ たの も、隣国 との競 争 とい うグ ローバル化の影響 に よるもの と考え られ る。当然そ こには、元 々地域格

差是正 といった よ うな 目的 は存在せず、マ レーシア全体 の経済の高度化 、高付加価値化 を見据 えた様 々な

戦略 を もちつ つ も、地理的 には よ り企 業が立地 しやす くかつイ ンフラを新規 に整備 できる大都市圏郊外 が

設定 され ている。

ところで、グ ローバル化以降に出て きた国土政策や地域振興 に関連す る主要理論 の中には、都市間の ヒ

エラル キー的 な空間 ・機能秩序 を前提 とす る世界都市仮説や 、地域内の (人的資源 を多分に含 んだ) 資源

を競合 関係 の中か らよ り活性化 させ るこ とで発展を達成す る とす るポー ターのクラスター論に見 られ る

ように、地域格 差 を前提 と していた り、あるいは地域格差 を煽 ることで地域 の活性化 を達成す るとい う理

論 が多 く出て くるよ うになってきた。こ うした理論 は、既存の地域格 差是 正政策 とは相容れ ない ものであ

り、例 えば、主要な基幹産業 を特 に定めず政府 に よる介入 も最小限にす るといったク ラスター論の性質は、

アジア諸 国等の開発 主義 国家 にお ける工業 による急激な経 済成長 を支 えて きた、開発 主義 に基づ く国土政

策 と、反対の考 え方になってい るのが典型的 である。各国が競争に さらされ る中で、自国国家お よびその

都 市の機 能 を見極 めた上でそのグ レー ドア ップ を図 り、国際的 な競争の時代 を切 り抜ける とい うグローバ

ル化に基づ く発想 と、近年の地方分権や住民 自治の流れ に従 って、国家 よ りも小 さい地域 単位 での発展 を

図ろ うとい う、グ ローバル化の反面 と してのいわば ローカ ライゼーシ ョンに基づ く発想、 この両方が、こ

れ までの地域 格差是正 の発想 と相反す るもの となってい ると考え られ る。

こ うした状況 の もとで、グローバル化や産業構 造の変化に したがって、地域格 差是 正 とい う概念は一般

に もあま り顧 み られ な くなってい る。特に 日本で はそ の状況が顕著であ り、地域格 差是 正政策や、あるい

は国 土政策全体 について も、分 権論 な どが 引き合いに出 されす でに不要の もの とい う扱いがな されてい る

場合す らある。タイやマ レー シアでは まだそ ういった論 調は主流ではないが、MSC計 画の内容な どを国土

政策的 な観点 で眺 めると、地域的配分の不平等 (地域間不平等) の是正 の事実上の放棄 とい う意 味で 日本

に先ん じてい ると考 えるこ ともで きる。1980年 代中半の不況に対応 した民活化 に加 え、1997年 の深刻 な金

融 ・経 済危機 を経 て、国家全体の経 済効率性や国際競争力を高めよ うとす る方向性は さらに強 くな り、地

域格差是 正は、国家の政策におけ る相対的な重要性 を失 った と考 えることができるだ ろ う。

今 後、産 業構 造の転換が各国 で進み、フ ッ トルー スと言われなが ら大都市圏 との結びつ きが相 変わ らず

強い電機 電子産業や 、よ り都心 立地の傾 向の強い情報産業が 発展 してい くにつれ 、またグローバル化 に伴

う国際競 争の 中で既 存集積 の拡 大が各国政府等 で試 み られ る状況の 中で、国土政策 の必要性 、またあるべ

き姿 とい うの は どの ような形になっていくのだ ろ うか?。 あ るいは、国土政策 といったものは、今後不要

の ものにな ってい くのだ ろ うか?。
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6.3.2. 絶 対的地域格差 の是正を 目指す国土政策への転換

本論文 での調 査 ・分析 を踏 まえた上での結論 として、まず これまでの国土政策 のあ り方 、す なわち地域

の同質化 を 目指 す地域 的配分の不11等 (地域間不平等) の是正の方針については、改め られ るべ きである。

日本、 タイ、マ レーシアの国土政策では今 日に至 るまで、産業立地 の地方分散 な どを中心 とした、地域的

配分の 不平等 (地域間不平等) の是正が謳 われ続 けてきた。その実効性 は結果的に限 られ た ものであった

一方 で、各国 の地方部で効率の悪い使 われ方 をされてい るインフラ (例えばほ とん ど交通 量のない高規格

道路 、空地の多 い工業団地 な ど) の建設が、国土計画 ・国家計画の文言 を踏 まえて進む傾 向が相変わ らず

見 られ る状 況 とな ってい る。地域格差 とい う意味では、各国 とも都 市化 が進む ことによる、一人 当た り配

分 の不平等 (地域 間不公 平) が是正 され るこ とによって、国民は一定の満足 を得 、その結果現在まで、開

発主義 に基 づ く政体が保 たれて きた とい う状況があ る。 このこ とは、国民は常に格差について問題視 しつ

つ も、それ は必ず しも地理的 な配分 である地域間不平等の是正である とは限 らず 、一人 あた り、す なわち

人間間 の配分 であ る地域間不公平の是正で あって もよい とい うこ とにな ると考 えられ る。 したがって、地

理的 な政策 を扱 う国土政策 にお ける 「バ ランスの取れ た」 「均衡あ る」とい った文言 も、こ うした概念整

理 の下 で必ず しも盲 目的 な地理的配分の均一化ではな く、主に人 口に合わせ た配 分に改め るこ とを、政策

自体 に明記す る ことか ら始め、それ を各政策 にブ レー クダウンすべ きであ ると考え られ る。

しか し現在 の状況が示す よ うに、地域間不公 平の是 正 としでの都市化の動 きは、一人あた り格差の是正

に貢献す る一方 で、過疎 過密問題 に代表 され る絶対 的地域格差 に係 る弊害を生 じさせ るこ とになる。特に

急激 な高度成 長 を達成 した国 は、例外 な くその弊害 を抱 えてお り、それ は過密 に よる各種 の公害問題 、交

通等 の混雑 、住環境 の悪 化 といった問題以外 にも、過疎 による農村システムの崩壊 、森 林の疲弊 といった

人 口のア ンバ ランスにかか る具体的な問題 となって表れている。

これ までの国 土政策の 中で もこ うした具体的問題 は断片的に指摘 されて きた ものの、国土政策 の本来の

役割 としては、絶対的地域格差す なわち具体的な問題 への コミッ トメン トは弱 く、む しろ地域開発に関連

する具体的問題 を引き起 二した原 因 として、主に環境 ・公害問題 の観 点か ら批 判 され続 けてきた。国土政

策があ くまで国家政策の 一部 分 と して、管轄範囲が (特に国土計画が他の計画か ら分離 している 日本 にお

いて) 限 られ てい る状況 において も、産業立地 ・人 口や その他 の経済活動の過密過疎が こ うした具体的問

題 の主要な要因の一つ である とすれ ば、今後 の国土政策において過疎過密 に伴 う具体的問題 を 「新 しい」

地域格 差問題 と して具体的 に定義 した上で 、単な る地理的分配 ではな く具体的な問題や課題 に対応 した形

での適 切 な資源配 分の もとで対処す ることが、経済効率性 や、それ を含めた国民の福祉向上に寄与す る為

の戦略的な枠組み として非常 に重 要になると考 えられ る。
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図6-1 グローバル化の下での国土政策のあり方

6.3.3. 国土 政策にお ける国際 的な協調

しか しながら、グローバル化による国家間の競争において、こうした具体的問題 を伴った格差の是正政

策が実効性を持つためには、一国のみでの政策立案にはどうしても限界が生 じざるを得ない。開発主義的

な政体を持つ持たないに関わらず、自国の経済成長や、そのための自国内への基幹産業の呼び込みは、ど

の国にとっても重要な課題となっている。そ ういった状況の中で、格差是正のための産業の適正な配置 (こ

れは地域的配分の不平等 (地域間不平等) ではなく、過密過疎問題 (絶対的地域格差) に起因する具体的

問題 を未然に防ぐための配置とい う意味で) を、もはや開かれた空間の一部である一国領土内となった国

土の計画によって達成することは、非常に難 しくなっている。すでに触れた産業立地上の規制的な政策の

改廃はそれを反映 してお り、こうした動きは、た とえ過密過疎を原因とする具体的な問題が訴えられたと

しても国全体の経済状況との関係からその重要性が決められ、開発主義的な国家の影響が未だ色濃く残 り、

かっグローバル化の中で地位が低い開発途上国や新興工業国では、特に経済成長に重きがおかれ、これま

でもすでに深刻化 している過大都市問題や農村の崩壊などの絶対的地域格差問題をより一層悪化 させる

恐れがある。

I ゴロ ーバ リゼー シ ョン (自由化 ・規制緩和) 下での都市構造の形成 II 適正な都市構造を目指した各国共通の政策の下での都市構造の形成

図6-2 グローバル化の下での国土政策の国際協調
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こ うした懸念 を取 り除 くためには、国土政策においても一定 の国際 的な協調作業 を施す ことに よって、

各国 での絶対的格 差問題 を助長す るよ うな動き、す なわち大都市への過度 な経済集 中、過疎 による農村や

森林 の疲弊 といった問題 を、共同で未然に防 ぐ必要がある。EUで は、経済統合 を一層促進 す るために、

相 対的地域格 差の是正 (一人 当た り配分の不平等 (地域間不公 平)) と、格差が原因 とな る具体的な問題

の是正 (失業増加、空洞化 といった課題別 に設 定 され た各地域特有の課題 への支援) の両方 を域内全体で

行 うために、構 造基金 (Structural Funds) を主体 とした様々な基金 の枠組みが あ り、その一方で、競争政策

の観 点か ら加 盟各国が独 自に地域格差 を是正す る政策 を制限 している。本論文で取 り扱ってい るアジア地

域の場合、EU内 加 盟国間 と比較 して国家間経済格差が非常に大 きいことな どか ら、EUの モデル をその

まま適用す ることは難 しい が、これ までは ほとん ど何 の調整 も されて こなか った アジアの近隣諸 国同士の

国土政策 を、あ る一定のル ール に基づいて調整 し、各 国国土内の産業立地や 地域格差を調整す るこ とによ

り、各種の絶 対的地域格 差問題 に対応す る ことが必要になる と考 え られ る。

もち ろん、ヨー ロッパ諸 国 とア ジア諸国では、経済格差 をは じめ と して背景に非常に大きな違 いが ある

他 、歴 史的 ・政治的 な背景 も大き く影響す るため、EUや 構造基金 とのアナ ロジーか ら将来のアジア諸国

間での国 土政 策の協調のあ り方 を直接示す ことは難 しい。アジア諸国において国土政策 の国際協調 を達成

す るには、各 国間で共 通の問題 意識 と解決の意志を、長 い年月 をかけて徐 々に醸成 す ることが不 可欠 と考

え られ るが、それ にはまず 、格差の客観 的な評価 、すなわち どの程度 の格差 を是正すべ きなのか、またど

の よ うな問題 を格差が生 じさせ る直接的な問題 と して取 り上 げ国土政策に組 み入れ るべ きなのか、といっ

た議論 がまず 必要にな る。 そ してそのためにはまず、各国内の国土政策 において も、開発主義 の矛盾が生

んできた国土計画 と各政策 にお けるホ ンネ とタテマエの関係 を絶 ち、不明瞭 な政治的影響力 を極力排除 し

て、過疎過密 にかか る具体的 な問題 (絶対的地域格差問題) への対処 を中心 とした、 より客観的で明示 的

な国土計画を策定す る ことが前提 となるだろ う。
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5.6. 第五 章のま とめ

第六章 グローバル化と地域格差是正政策の新 しい展開
6.1. 開 発 主義 と国 土 政策:(1)・(3)

6.2. グ ロ ー バ ル 化 の 下 で の 地域 格 差 是 正 の 可 能性

6.3. グ ロ ー バ ル 化 の 下 で の 国 土政 策 へ の 提 言:(2)・(7)
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付録

タイ製造 業企業 ア ンケー ト (日本語版 ・英語版 ・タイ語版)

マ レー シアMSCス テー タス企 業ア ンケー ト (英 語版)



日 本 語 版 (English version is on the reverse side.)

タイの製造業立地と地方分散政策に関するアンケー ト調査のお願い

平成14年3月

東京大学 先端科学技術研究セ ンター

前略

当分野では、 タイの産業 立地の状況 と地域 格差問題 に焦 点をあて、文部科 学省 科
学研 究費 の支援 を得 て、タイ に立地す る製造業企 業の立地意向調査 を行 ってお りま

す・本 アンケー トは、特定 の県 (パ トムタニ ・アユ タヤ ・チ ョンブ リ ・チ ャチ ェン

サオ ・ラ ヨー ン ・ランプー ン ・チェ ンマイ) に立地す る電気電子 関連企業 の皆 様 に

お送 りし、現在 の 立地 地点への立地要 因、立地の メ リッ ト・デ メ リッ ト、またそれ
に関連 して取 引の地理 的分布、労働 者 の雇用 、意志決 定の仕 方等 につ いてお伺 いす

るもの となってお ります。

このア ンケー トは 当分野 の上記 の よ うな学術研 究 目的のみ に使 われ る もので、 こ

の調査か ら得 た情報 が他 の 目的 に使 われ ることは ございませ ん。 御社 のご連絡 先 は

「タイ工場年間2001/02」(Bangkok Comm. 社) また は 「タイエ業団地全入居企業 リス

ト2000年 版」(Nippon Consulting Co.,Ltd.) よ り抜粋 させ て頂 いてお ります。

ご多忙 の ところ誠 に恐縮 です が、何卒 ご協力 の程 、 よろ しくお願い致 します。

東京大學
 草々

瀬田 史彦

※以 下の記入例 をご参考 頂 き、別紙 ア ンケー ト (日 本語版) にご記 入の 上、添付の返信 用封筒

にてご返送頂ければ幸いです。

ご記入例

ご不明の点は、下記まで遠慮な くお問い合わせ頂ければ幸いです。
またメー ル での ご回答 をご希望の方 も ご連絡頂 けれ ば幸いです。

タイの産業立地に関するこれまでの研究結果もご希望に応 じて送付 しております。
http://www.ues.rcast.u-tokyo.ac.jp/f.seta/

も ご覧頂 き、 ご希望の方は遠慮 な くお寄せ くだ さい。



日本語版
1. 現在 の立地

1.1. 立地 して いる地 区が御社 に与 え るメ リッ トにつ いて お伺 い します 。現在 の工 場立地 地点 において、

以下 の要因 が御社 の メリッ トにな って いるか ど うか、 はい ・いい えのいずれ かで お答 え くだ さい。

1.2. 立 地 に際 しては他の組織の勧誘 ・要請が ある場合 も考 え られ ます が、御社の場合 、進 出当時に 、

関連会 社 な ど他 組織 の勧誘 ・要請 があ ったで しょうか?。 以下 のそれぞれについて 、あった ・なか ったの

いずれかでお答 え下さい。

1.3. タイ政府 では 、最低賃金 と投資 ・税制の2つ について全国 を ゾー ン分け してお り、 これ らは地方

県 での立地に おいて有利 な点 とな っている といわれ ています 。 この2種 類 の ゾー ン制度 につ いて 、御社で

はそれ ぞれ どの ような認識 をお持 ちで しょうか?。 最 もあては まる もの1つ に○を して くだ さい。
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1.4. 御社 内 (グルー プ企業な どは除 く) で現在 、タイ国内 においで現在 地 以外 にオ フ ィスや 工場 をお

持 ちで しょうか?。

1.4.1.(※持 って い る場合) 所在 地 はどち らですか?。 御社でお持 ちの工場 ・オ フィス それ ぞれ に

ついて、複数の場合は当てはまる地域すべてに○を してください。

1.4.2.(※オ フ ィス を持 ってい る場合) どのよ うな機能 ですか?。 当ては まるもの全 てに○存 して

くだ さい 。

1.5. 御社 に関連す る いわゆ るグルー プ企 業全体 で、タイ国内にオ フィスや 工場 を現在 お持 ちの ところ
があ りますか?。

1.5.1.(※持 って い る 場 合) 所 在 地 は ど ち らで す か?。 グ ルー プ企 業 で お 持 ち の 工場 ・オ フ ィ スそ

れぞれについて、複数の場合は当てはまる地域すべてに○を してください。

1.5.2.(※う ち オ フ ィス を 持 っ て い る場 合) 御 社 との 関 係 で は、 どの よ う な機 能 を お持 ち です か ？。

当て は ま るもの全 て に○を して くだ さい。
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2. 進 出 ・移転 の意 志決定 や将 来の 立地意 図 につ いて

2.1. 御社の工場 の増設 ・移転の際、その立地 の決定 に実質的 に最 も大 きな影響 を持 つのは 、以下 の う

ち どこだ と思 いますか?。 最 もそ うだ と思 うもの一 つだ けに○を して くだ さい。 も し明確 な判断材 料 がな

い場 合、 ご回答頂 く方の個人的な ご意見 でもか まいませ ん。

2.2. 御社 グルー プは、以下の機 能 を持つRHQ (地域統 括会社) をお持 ちです か?。 また持 って いる

と した らどの よ うな機 能 を持 って います か。当ては まる ものす べ てに ○を して くだ さい。

2.3. 現在 の工場 について、将来 (こ の先2年 程度) に タイ国内 で移転 ・進 出の計画 があ りますか?。

3. 労働 者 の雇 用

3.1 .マ ネー ジャ ・エ ンジニアク ラス (も しこのよ うな分類がな い場 合は 月給労働者) の社員の募 集方

法 はそれぞれ どんな方法 を採 っていますか?。 各々について用 いてい る手段す べ てに○を して くだ さい。

3.2. マ ネー ジ ャ及びエ ン ジニア (同上) の社

員の 出身地 は 、 どの地域 にだ いたい何%位 です

か?。

3.3. ワー カー ク ラスの労働者の出身地 は、ど

の地域 にだ いた い何%位 ですか?。

4. 原材 料の 取 引先 (サ プ ライヤー) との地理的関係

4.1. 原材 料 の購 入 は、金額 ベースで どの地域 か らだいた い何%位 です か?。
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4.2.(※タ イ国 内 か らの 購入が あ る場合) それ は、金額 ベー スで ど この地域 か らだいた い何%位 あ り

ます か?。

4.3.(※タ イ 国内か ら購 入が ある場合) 国籍

の 内 訳 は 、金 額 ベース でだ いた い何%位 ですか?。

4.4.(※タ イ国 内か らの購入が ある場 合) タ

イ国内か らの購 入物 は具 体的に どの よ うな もので

すか?。 出来 るだ け具体的 に挙げて下さい。

4.5.(※輸 入が ある場合) 輸 入物の輸 送運 搬手段の 内訳 は、金額ベースでだ いた い何%位 ですか?。

5. 製 品の 取 引先 (カ ス タマー) との地理的 関係

5.1. 製品 の納 品は、金額 ベー スで どの地域 に

だ いた い何%位 です か?。

5.2.(※タ イ国 内への納品が ある場合) それ

は、金額ベースで どこの地域 へだ いた い何%位 あ

りますか?。

5.3.(※タ イ国 内へ の納 品が ある場合) その国籍 の内訳 は、金額ベースでだ いた い何%位 です か?。

5.4.(※輸 出 が あ る場合) 輸 出製 品の輸送 運搬手 段の内訳 は、金額 ベー スでだいたい何%位 ですか?。

6. フ ェ イ ス シー ト

長いお時間、誠にありがとうございました。
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English version (日 本 語 版 は 裏 に 掲 載 して い ま す 。)

Dear Sir or Madam,

This mail is an entreaty for questionnaire about locational strategy of manufacturing
companies in Thailand, from researchers of the University of Tokyo and funded by the

Ministry of Education and Science, Japanese Government. We continue to study about
national structure and regional development strategies in Thailand, for example how to
disperse industrial locations from Bangkok metropolitan region to other (especially rural)

provinces.
This questionnaire is sent to electric and electronic companies which locate on

specific prefectures in Thailand, i. e. Pathumthani, Ayutthaya, Chonburi, Chachoengsao,
Rayong, Lumphun and Chiangmai, in order to ask determinants of locational strategies,
advantages and disadvantages of present location (s), geographical distribution of suppliers
and customers/clients, employment of workers and staff, and so forth.

This research is for ACADEMIC PESEARCH PURPOSE ONLY of the University

of Tokyo, Japan. We are sure we will NEVER use the result of the questionnaire other than
academic purposes. The address of your company is acquired by either of two references
named "Factory Directory in Thailand 2001/2002"(Bangkok Comm.) or "Factory Directory
& Map"(Nippon Consultant Co., Ltd.).

We appreciate you and your company very much in advance, and we are very

pleased if you kindly give us the precious response for us at your earliest convenience.

Yours sincerely,
Fumihiko SETA

東京大學
Referring the following example, please fill the questionnaire (English Version) and send back it
to us by using attached envelope for returning.

Example

If you have any questions or you need a file for your answer, please don't hesitate to ask the

person in charge at any time.



English Version
1. PRESENT LOCATION

1.1. Does each of the factors shown below become locational advantage for your factory's present

location?

1.2. Did your company have any persuasion (s) or request (s) from other organizations like parent
companies? Please answer about each of following organizations.

1.3. As you know, Thai Government defines two kinds of zones i. e. minimum wage zone and BOI
zone, and classifies provinces and counties in order to urge industrial dispersion to rural provinces.

Which is the nearest impression of the two kinds of zoning system among following choices?
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1.4. Does your company have any other offices or factories in Thailand than the place we send this

questionnaire?

1.4.1. Where is/are the location (s) of these factories and offices respectively? Plural answers are
available.

1.4.2.(If your companies have any other offices), what is/are the function (s) of the offices? Plural
answers are available.

1.5. Does your group (or combine) of companies have any other offices or factories in Thailand than
the place we send this questionnaire?

1.5.1. Where is/are the location (s) of these factories and offices of your group (or combine)
respectively? Plural answers are available.

1.5.2.(If your group (or combine) have any other offices), what is/are the function (s) of the offices in
relation to your company? Plural answers are available.
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2. DETTERMINATIONS AND INTENTIONS REGARDING INDUSTRIAL LOCATIONS
2.1. Which of the following staff is the most influential regarding the determinations of locations of
factories and offices? Please mark only one. If there is no clear objective standard, the personal
impression of the answerer (you) is available.

2.2. Does your company have any RHQ (Regional Headquarters)? And if you have, what is/are the
functions of the RHQ. Plural answers are available.

2.3. Do you have any plan to move or extend your factories to other area (s) in Thailand within two

years?

3. RECRUITMENT
3.1. What kind of measures does your company take for the recruitment of managers or engineers (or
if there aren't such classification, monthly workers)? Plural answers are available.

3.2. How much are the share of following

regions as the hometowns of managers and

engineers (or monthly workers)?

3, 3. How much are the share of following

regions as the hometowns of (daily) workers?

4. GEOGRAPHICAL RELATIONSHIP WITH SUPPLIERS

4.1. How much are the share of following countries as the locations of supoliers?
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4.2. (If there are any supply from Thailand,) how much are the share of following regions?

4.3. (If there are any supply from Thailand,) how much are the share of nationalities of suppliers?

4.4. (If there are any supply from Thailand,) what are the contents of supply?

4.5. (If there are any import.) how much are the share of means of transport?

5. GEOGRAPHICAL RELATIONSHIP WITH CUSTOMERS/CLIENTS

5.1.  How much are the share of following countries as the locations of customers/clients?

5.2.  (If there are any shipping to Thailand,) how much are the share of following regions?

5.3. (If there are any shipping to Thailand,) how much are the share of nationalities of
customers/clients?

5.4. (If there are any export.) how much are the share of means of transport?

6. FACESHEET
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〓

"Factory

Directory in Thailand 2001/2002" (Bangkok Comm.)  〓  "Factory Directory & Map" (Nippon

Consultant Co.,Ltd.)

〓

東京大學



1.〓

1.1〓

1.2〓

1.3〓
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1.4〓

1.4.1.〓

1.4.2〓

1.5)〓
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1.5.1.〓

1.5.2〓

2)〓

2.1.〓

2.2)〓
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2.3  〓

3. 〓

3.1 〓

3.2 〓

3.3 〓
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4. 〓

4.1 〓

4.2 〓

4.3 〓

4.4 〓

4.5 〓

5. 〓

5.1 〓
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5.2 〓

5.3 〓

5.4 〓

6. 〓
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Dear Sir or Madam

This mail is an entreaty for questionnaire for advanced IT companies, from a researcher in Japan.
In order to analyze the preference of IT industries, I would like to implement a simple questionnaire about

the locational strategies of state-of-the-art IT companies which already obtained MSC status (the address was
searched by MDC Website: http://www.mdc.com.my/partner/index.html).

This is for ACADEMIC RESEARCH PURPOSE ONLY of the University of Tokyo, Japan, and it's also NO
RELATIONSHIP WITH MDC (Multimedia Development Corporation). I am sure I will keep the given
information a secret strictly.

I appreciate you and your company very much in advance, and I am very pleased if you kindly give me the

precious response.
Yours sincerely,

Fumihiko SETA (Mr)

東京 大學

Research Center for Advanced Science and Technology,

The University of Tokyo,
4-6-1 Komaba Meguro-ku,

zip: 153-8904, Tokyo, JAPAN

INQUIRIES to E-mail: fmhk@pb3.so-net.ne.jp

or f.seta@urban.rcast.u-tokyo.ac.jp

Fax: +81-3-5452-5170

Tel: +81-3-5452-5173

Questionnaire

I. Basic Information about Your Companies

1



II. Locational Strategies

2



II.b.(2). (if existing) Another Locations (The Most Important One)

II.b.(3). (if existing) Another Locations (The Second Most Important)
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II.d. Reaction to MDC's request to move one of Cybercities

(Cyberjaya, TPM, UPA or KLCC) until July, 2000

Thank you very much.

Fumihiko SETA
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